
広報たけはら　2018.12.511

竹原市人事行政の運営等の状況

１　職員の任用の状況
(1)　採用状況

職種
受験者数 採用者数 前年度

採用者数男性 女性 計 男性 女性 計

一般事務職 125人 40 人 165人 ５人 １人 ６人 ５人

技師 11 人 １人 12 人 ２人 ０人 ２人 ２人

保育士 ０人 １人 １人 ０人 １人 １人 ２人

保健師 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ２人

計 136人 42 人 178人 ７人 ２人 ９人 11 人

（注）平成29年4月1日から平成30年3月31日までのものです。

区分 平成 29 年度 平成 28 年度

定年退職 ７人 ２人

勧奨退職 １人 ２人

普通退職等 １人 ４人

計 ９人 ８人

再任用職員 ５人 １人

(2)　退職者数

区分 職員数 男性 女性

部長級 ６人 ６人 ０人

課　長　級 22 人 17 人 ５人

課長補佐級 ５人 ５人 ０人

係　長　級 54 人 35 人 19 人

そ　の　他 93 人 68 人 25 人

計 180 人 131 人 49 人

(3)　地位別職員数（平成 30 年 4 月 1 日現在）

（注）職員のうち一般行政職のものです。

２　職員の給与の状況
(1)　人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台
帳（年度末）

歳出額
A

実質
収支

人件費
B

人件費率
（B/A）

前年度
人件費率

29 年度
人

26,038
千円

12,250,535
千円

127,366
千円

2,190,976
%

17.9
%

17.5

区分
一般行政職 技能労務職

平均給料
月額

平均給与
月額

平均
年齢

平均給料
月額

平均給与
月額

平均
年齢

竹原市
円

334,856
円

395,009
歳

42.3
円

382,750
円

395,465
歳

53.4

国
円

329,845
円

410,940
歳

43.5
円

286,817
円

328,637
歳

50.7

(2)　職員の平均給料月額、平均年齢の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）

区分 竹原市 国

一般行政職
大学卒 185,800 円 179,200 円

高校卒 156,800 円 147,100 円

(3)　職員の初任給の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）

問い合わせ　総務課人事係　☎２２-７７１９

区分 竹原市 国

期
末
手
当

勤
勉
手
当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6 月期 1.225 月分 0.90 月分 6 月期 1.225 月分 0.90 月分

12 月期 1.375 月分 0.90 月分 12 月期 1.375 月分 0.90 月分

計 4.40 月分 計 4.40 月分

退
職
手
当

　　 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続 20年 19.6695 月分 26.3655 月分 勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続 25年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続 35年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709月分  47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

(5)　職員手当の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在）

一週間の勤務時間 開始・終了時間 休憩時間

38 時間 45 分 8時 30 分から 17 時 15 分まで 12 時から 13 時まで

時間外・休日勤務総時間数 職員 1人当りの時間外・休日勤務月平均時間数

27,114 時間 9.8 時間

(3)　時間外勤務及び休日勤務等の状況

（注）平成 29 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日までのものです。

区　分 休職 免職 計

勤務実績が良くない場合 ０ ０

心身の故障の場合 １ ０ １

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０

計 １ ０ １

５　職員の分限及び懲戒処分の状況
(1)　分限処分者数

（注）平成 29 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日までのものです。

区分 戒告 減給 停職 免職 計

被処分者数 ０ ０ ０ ０ ０

(2)　懲戒処分者数

（注）平成 29 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日までのものです。

係属件数 平成 29 年度処理件数 翌年度へ
の繰越
A-B

前 年 度 か
らの繰越

新規
要求

計
A

却下
全部
否認

一部
容認

全部
容認

取下げ
計
B

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

６　職員の勤務条件に関する措置の要求の状況

７　職員の不利益処分に関する不服申し立ての状況
係属件数 平成 29 年度処理件数 翌年度へ

の繰越
A-B

前 年 度 か
らの繰越

新規
申立て

計
A

却下
処分
承認

処分
修正

処分
取消

取下げ
計
B

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（注）平成29年1月1日から平成29年12月31日までの市長部局に属する一般職員のものです。

総付与日数
A

総使用日数
B

全対象職員数
C

平均使用日数
B/C

取得率
B/A

8,150 日 1,875 日 206 人 9.1 日 23.0％

(2)　年次有給休暇の取得状況

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)　職員の勤務時間（平成 30 年 4 月 1 日現在）

(4)　ラスパイレス指数の状況（平成 29 年 4 月 1 日現在）

ラスパイレス指数 102.5

※ラスパイレス指数とは、地方公務員のうち、一般行政職
　の職員の学歴別、経験年数別構成等を国家公務員の行政
　職の職員と同一に仮定して各自治体ごとの平均給料額を
　求めて、国の平均給料額を 100 として算出したものです。

区分 報酬等月額 期末手当

市　長 815,000 円 

６月期　 2.125 月分

12 月期    2.275 月分

    計　 4.40 月分

副市長 665,000 円 

教育長 610,000 円

議　長 440,000 円 

副議長 395,000 円 

議　員 355,000 円 

３　特別職の報酬等の状況　（平成 30 年 4 月 1 日現在）

　竹原市職員の任用・給与等の状況を、市民のみな
さんに知っていただくため、その概要をお知らせし
ます。
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竹
原
市
の
財
政
事
情

　
　〜
平
成
29
年
度
決
算
及
び
平
成
30
年
度
上
半
期
予
算
執
行
状
況
〜

　

平
成
29
年
度
一
般
会
計
決

算

額

は
、

歳

入

が

123

億

４
，

８

０

４

万

円

で

前

年

度

（
125
億
４
，
９
４
８
万
円
）
よ

り

２

億

１

４

４

万

円
（

１
・

６

％
）

減

少

し
、

歳

出

が

122
億
１
，
４
４
６
万
円
で
前
年
度

（
123
億
９
，
９
３
５
万
円
）
よ
り

１
億
８
，
４
８
９
万
円
（
１
・
５
％
）

減
少
し
て
い
ま
す
。

【
歳
入
】

　

歳
入
の
主
な
も
の
と
し
て
、
市

税
は
38
億
７
，
２
４
３
万
円
で
、

法
人
市
民
税
の
増
加
等
に
よ
り
、

前
年
度
（
37
億
８
，
３
１
４
万
円
）

と
比
較
し
て
８
，
９
２
８
万
円

（
２
・
４
％
）
の
増
加
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

地
方
交
付
税
は
、
25
億
６
，

一
般
会
計
決
算
状
況

４

５

１

万

円

で
、

前

年

度

（
27
億
３
，
７
３
８
万
円
）
と
比

較
し
て
、
１
億
７
，
２
８
６
万
円

（
６
・
３
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
10
億
１
，
３
７
９
万

円

で
、

前

年

度
（

８

億

７
，

１
２
３
万
円
）
と
比
較
し
て
、

１
億
４
，
２
５
６
万
円
（
16
・

４
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】

　

歳
出
の
主
な
も
の
と
し
て
、
総

務
費
は
13
億
７
，
４
３
９
万
円

で
、
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
関

連
シ
ス
テ
ム
整
備
事
業
等
の
減

少
に
よ
り
、
前
年
度
（
14
億
６
，

１
３
８
万
円
）
と
比
較
し
て
、
８
，

６
９
８
万
円
（
６
・
０
％
）
減
少

し
て
い
ま
す
。

　

農
林
水
産
業
費
は
４
億
３
，

８
９
５
万
円
で
、
特
産
品
加
工
・

交
流
施
設
整
備
事
業
等
の
増
加

に
よ
り
、
前
年
度
（
２
億
９
，

４
３
９
万
円
）
と
比
較
し
て
、

１
億
４
，
４
５
６
万
円
（
49
・
１
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。

　

商
工
費
は
、
４
億
５
，
３
１
０
万

円
で
、
工
場
等
立
地
促
進
事
業

経
費
等
の
減
少
に
よ
り
、
前
年
度

（
５
億
９
，
９
５
２
万
円
）
と
比

較
し
て
、
１
億
４
，
６
４
３
万
円

（
24
・
４
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

教
育
費
は
、
12
億
９
，
２
７
３
万

円
で
、
吉
名
中
学
校
区
小
中
一
貫
校

施
設
整
備
事
業
等
の
増
加
に
よ
り
、

前
年
度
（
11
億
２
，
６
３
５
万
円
）

と
比
較
し
て
、
１
億
６
，
６
３
８
万

円
（
14
・
８
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

▼図１　平成 29 年度の一般会計決算状況

問
い
合
わ
せ

　

財
政
課
財
政
係

　

☎
22-

７
７
３
１

※各費目、構成比の合計は、端数

　処理の関係で全体の計と一致し

　ない場合があります。

が
市
債
発
行
額
と
比
べ
多
か
っ
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
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平
成
29
年
度
末
時
点
の
市
債
残

高
は
、
116
億
７
，
５
８
７
万
円
で
、

前
年
度
（
116
億
５
，
２
２
７
万

円
）
と
比
較
し
て
２
，
３
６
１
万

円
（
０
・
２
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

減
少
の
主
な
要
因
は
、
こ
れ
ま
で

借
り
入
れ
た
市
債
の
元
金
償
還
額

市
債
残
高
の
増
加

特
別
会
計
決
算
状
況

　

特
別
会
計
の
決
算
状
況
は
、
表

１
の
と
お
り
で
す
。

会計名 歳入 歳出

国民健康保険 38 億 9,456 万円 37 億 8,034 万円

貸付資金 833 万円 833 万円

港湾事業 4,541 万円 3,200 万円

公共下水道事業 7 億 9,898 万円 7億 9,898 万円

公共用地先行取得事業 0 円 0 円

介護保険 32 億 9,286 万円 32 億 5,229 万円

後期高齢者医療 4 億 5,920 万円 4億 4,766 万円

▼表１　平成 29 年度の特別会計決算

住民一人当たりの使い道は？

平成 29 年度末人口 26,038 人で算出。

合計額　469,101 円

 民生費

178,667 円

 総務費

52,784 円

 公債費

41,676 円

農林水産業費

16,858 円

 労働費

2,281 円

 議会費

5,654 円

災害復旧費

　1,379 円

 土木費

45,601 円

 教育費

49,648 円

 消防費

19,281 円

 商工費

17,401 円

 衛生費

37,871 円

　

平
成
29
年
度
末
時
点
の
基
金
残

高
は
24
億
２
，
１
７
９
万
円
で
、
前

年
度
（
28
億
８
，
５
３
１
万
円
）
と

比
較
し
て
、
４
億
６
，
３
５
２
万

円
（
16
・
１
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

減
少
の
主
な
要
因
は
財
源
不
足
等

の
た
め
、
財
政
調
整
基
金
、
都
市
整

備
基
金
を
取
り
崩
し
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
す
。
基
金
残
高
は
６
年
連

続
で
減
少
し
て
お
り
、
非
常
に
厳
し

い
財
政
状
況
で
す
。

基
金
残
高
の
減
少

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経

常
収
支
比
率
（
※
こ
の
言
葉
？
？

参
照
）
は
、
平
成
29
年
度
は
99
・

８
％
（
前
年
度
（
99
・
８
％
）
と

高
い
比
率
で
あ
り
、
財
政
構
造
の

硬
直
化
が
深
刻
な
状
況
で
す
。

財
政
構
造
の
弾
力
性

持
続
的
な
財
政

　
　運
営
に
向
け
て

　

今
後
も
平
成
30
年
７
月
豪
雨
災

害
に
係
る
復
旧
・
復
興
経
費
や
、

老
朽
化
し
た
施
設
等
に
対
応
す
る

経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
お

り
、
大
変
厳
し
い
財
政
状
況
が
続

く
見
込
み
で
す
。
限
ら
れ
た
財
源

で
最
大
の
効
果
が
出
る
よ
う
創
意

工
夫
の
も
と
、
元
気
な
竹
原
市
の

実
現
に
向
け
た
効
果
的
な
施
策
に

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

こ
の
言
葉
？
？

○
経
常
収
支
比
率

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示

す
指
標
。
こ
の
比
率
が
高
い

ほ
ど
経
常
的
経
費
が
占
め
る

割
合
が
高
く
、
臨
時
的
な
財

政
需
要
に
使
用
で
き
る
一
般

財
源
が
少
な
い
こ
と
を
示
し

ま
す
。

○
財
政
調
整
積
立
金

　

予
期
し
な
い
収
入
減
少
や

不
時
の
支
出
増
加
等
に
よ
る

年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡
を

調
整
す
る
た
め
の
基
金
で
す
。

が
市
債
発
行
額
と
比
べ
多
か
っ
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
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市税

地方譲与税

各種交付金

地方交付税

国庫支出金

県支出金

市債

繰越金

繰入金

その他

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費

37億6,205万円

24億2,126万円

1億1,959万円

1億5,541万円

7,941万円

14億2,677万円

5億1,504万円

17億9,155万円

8億6,124万円

2億8,330万円

4,219万円 

4,187万円

1億9,846万円

5,474万円

4億6,294万円

3億2,677万円

19億5,326万円

2億6,859万円

5億5,277万円

2億5,502万円

8億7,793万円

3億3,693万円

23億2,219万円

1,406万円

10億6,051万円

5億1,505万円

1,000万円

0円

57億4,759万円2,551万円

5億7,479万円

3億956万円

25億3,749万円

16億493万円

29億4,276万円

5億2,262万円

11億996万円

7,005万円

24億6,949万円

2億8,831円

5,028万円

5,027万円

12億5,376万円

0円

8億5,116万円

2億2,654万円

　

財
政
健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い

て
は
、
表
２
の
と
お
り
で
す
。　

平
成
30
年
度
上
半
期

の
予
算
執
行
状
況

　

平
成
30
年
度
９
月
末
現
在
の

一
般
会
計
予
算
額
は
，
156
億
７
，

１
２
４
万
円
で
，
収
入
済
額
は

55
億
１
，
９
０
４
万
円
（
執
行

率
35
・
２
％
）
，
支
出
済
額
は

44
億
８
，
２
３
３
万
円
（
執
行
率

28
・
６
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
款
別
予
算
執
行
状
況

及
び
各
特
別
会
計
の
予
算
執
行
状
況

は
図
２
及
び
表
３
の
と
お
り
で
す
。

財
政
健
全
化
判
断

比
率
の
状
況

 

健全化判断比率
平成 29
年度指標

平成 28
年度指標

早期健全
化基準

財政再
生基準

①実質赤字比率 赤字なし※ 赤字なし※（14.02）（20.00）

②連結実質赤字比率 赤字なし※ 赤字なし※（19.02）（30.00）

③実質公債費比率 8.7 8.1 （25.0）（35.0）

④将来負担比率 63.4 60.7 （350.0） -

▼表２　健全化判断比率

▼図２　平成 30 年度上半期の一般会計予算執行状況

▼表３　平成 30 年度上半期の特別会計予算執行状況

　

健
全
化
判
断
比
率
は
、
そ
れ
ぞ

れ
財
政
再
生
基
準
、
早
期
健
全
化
基

準
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の

基
準
を
上
回
っ
た
団
体
は
、
財
政
健

全
化
計
画
の
策
定
等
が
義
務
付
け

ら
れ
ま
す
。
竹
原
市
は
い
ず
れ
の
指

標
も
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

※実質赤字額及び連結実質赤字額はないため、赤字な

　しと記載しています。

※①～④の用語の説明は「この言葉？？」をご覧ください。

歳入 歳出

会計名 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

国民健康保険 35 億 5,312 万円 13 億 972 万円 36.9％ 13 億 678 万円 36.8％

貸付資金 833 万円 419 万円 50.3％ 122 万円 14.6％

港湾事業 4,723 万円 3,038 万円 64.3％ 1,208 万円 25.6％

公共下水道事業 9 億 1,066 万円 2,697 万円 3.0％ 2 億 1,733 万円 23.9％

公共用地先行取得事業 1,000 円 0 円 0.0％ 0 円 0.0％

介護保険 34 億 1,190 万円 13 億 3,032 万円 39.0％ 13 億 3,021 万円 39.0％

後期高齢者医療 4 億 7,734 万円 1億 5,888 万円 33.3％ 2 億 135 万円 42.2％

この言葉？？

①実質赤字比率
　一般会計等についての赤字額を標
準財政規模で除したもの。
○標準財政規模
　地方公共団体の一般財源の標準的
な大きさを表す指標で、地方税や地
方交付税など、地方公共団体が自由
に使えるお金の大きさを表したもの。
②連結実質赤字率
　市の全ての会計の赤字額と黒字額
を合算して、その赤字額を標準財政
規模で除したもの。
③実質公債費比率
　一般会計等の支出のうち、公債費
や公債費に準じた経費（公債費にあ
てるための繰出金等）を標準財政規
模で除したもの。
④将来負担比率
　一般会計等が将来負担することと
なっている実質的な負債（地方債償
還や退職手当等）から、負債の償還
に充当可能な基金等の残高を控除し
たものを標準財政規模で除したもの。
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水
道
事
業
会
計

平
成
29
年
度
の
決
算

　

水
道
事
業
の
会
計
は
、
事
業
経

営
に
伴
う
収
益
的
収
入
及
び
支
出

と
、
水
道
施
設
耐
震
化
工
事
・
老

朽
管
更
新
事
業
や
、
企
業
債
の
償

還
に
要
す
る
資
本
的
収
入
及
び
支

出
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
収
益
的
収
支
（
消
費
税
抜
き
）

　

収

入

総

額

９

億

６
，

６
４
２
万
５
，
２
２
０
円
に
対
し
、

支
出
総
額
７
億
５
６
６
万
４
，

６
１
４
円
で
、
差
引
当
年
度
純
利

益
２
億
６
，
０
７
６
万
６
０
６
円

と
な
り
ま
し
た
（
こ
の
純
利
益
は
，

水
道
施
設
更
新
・
耐
震
化
等
の
財

源
と
し
て
活
用
し
ま
す
）
。

●
資
本
的
収
支
（
消
費
税
込
額
）

　

収
入
総
額
５
，
９
６
７
万
６
，

８
８
２
円
に
対
し
、
支
出
総
額

３
億
５
，
９
３
８
万
３
，
１
４
７

円
で
、
差
引
不
足
額
に
つ
い
て
は
、

損
益
勘
定
留
保
資
金(

収
益
的
支

出
の
現
金
支
出
を
伴
わ
な
い
資

金)

な
ど
で
補
て
ん
し
ま
し
た
。

この言葉？？

①給水人口

　水道により給水を受けている人口

②水道普及率

　市の人口に対する給水人口の割合

③有収率

　給水量に対する料金徴収の対象と

なった水量の割合

④年間総給水量

　１年間で市内に送り出した水量

  平成 30 年度水道事業会計上半期の予算執行状況
　　　　　予算額　　　　　収入済額　　　　　支出済額

5,022 万円

10 億 1,722 万円

資本的

収支
4億 4,250 万円

収益的

収支
8億 3,131 万円

2億 1,290 万円

5,885 万円

0円

収益的収入 収益的支出

資本的収入 資本的支出

業務量

（平成 30 年３月 31 日現在）

給水人口

25,876 人

給水戸数

12,333 戸

水道普及率

99.4％

有収率

86.5％

年間総給水量

5,849,305 ㎥

１日最大給水量

19,966 ㎥

１日平均給水量

16,025 ㎥

 4 億 4,138 万円


